
 

1 

ＳＰＬＡＴＳ ＡＰＩ利用規約 

 

「ＳＰＬＡＴＳ ＡＰＩ利用規約」（以下「本規約」といいます。）は、株式会社熊平製作所（以

下「甲」といいます。）が提供するクラウド型セキュリティシステム「ＳＰＬＡＴＳ」（第３条

にて定義、以下「本サービス」といいます。）のＡＰＩ（以下「本ＡＰＩ」といいます。）の利

用条件及びその他の基本事項を定めたものです。本ＡＰＩを利用する方（以下「乙」といいま

す。）は、甲が指定する申込書において本規約に同意する旨を表示し、甲がその申込を承諾する

ことにより、本規約に同意したものとみなされます。 

 

第１条（目的） 

乙は、本規約の条件に基づき、甲が提供する本ＡＰＩを利用して、乙提供サービスの運用、

開発、または乙提供サービスを通じて乙提供サービス利用者にサービス機能やデータを提

供するための利用許諾を受けるものとします。 

 

第２条（適用） 

１．本規約は、本ＡＰＩの利用に関する甲乙間の一切の関係に適用されるものとします。 

２．本規約は、当社の SPLATS Developers Site（URL：https://developers.splats.jp/ 以下

「開発者用サイト」といいます。）に掲載し、開発者用サイト上に掲示される本ＡＰＩ利用

に関する技術仕様（以下「技術仕様」といいます。）も本規約の一部を構成するものとしま

す。 

３．本ＡＰＩの機能、料金体系及び支払条件、サポートの内容等については、本規約の別紙に

定めるものとし、別紙は開発者用サイト上には掲載せず、乙に対して個別に提供するもの

とします。 

４．本規約と技術仕様の間に矛盾が生じた場合、本規約が優先して適用されます。ただし、技

術仕様において特に異なる定めがある場合、その定めが優先されるものとします。 

 

第３条（定義） 

本規約において使用する以下の用語は、以下の各号に定める通りとします。 

(１)「本サービス」とは、クラウド型セキュリティシステム ＳＰＬＡＴＳをいいます。 

(２)「本ＡＰＩ」とは、本サービスが保持している情報を他のシステムに受け渡す機能を

有するアプリケーション・プログラミング・インターフェースをいいます。また、本

ＡＰＩは、他のシステムから本サービスに情報を追加、変更、削除する機能も含みま

す。 

(３)「通常版ＡＰＩ」とは、甲が乙に対して無償で提供するものであり、データ連携に必

要な最小限の機能及び基本的なサポートを含む本ＡＰＩをいいます。なお、その主な

機能の内容は、本規約の別紙に定めるものとします。 

(４)「拡張版ＡＰＩ」とは、甲が乙に対して有償で提供するものであり、データ連携に加

え、拡張機能を利用可能とする本ＡＰＩをいいます。なお、その主な機能の内容は、

本規約の別紙に定めるものとします。 

(５)「開発ライセンス」とは、拡張版ＡＰＩの利用にあたり、開発環境において拡張機能
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を利用するために必要となるライセンスをいいます。 

(６)「本番ライセンス」とは、本番環境で拡張機能を利用するために必要なライセンスを

いいます。 

(７) 「開発環境」とは、システムの設計、開発、テスト等を目的として構築・運用される

環境をいいます。詳細は、本規約の別紙に定めるものとします。 

(８) 「本番環境」とは、実際のサービス提供や業務運用を目的として構築・運用される環

境をいいます。詳細は、本規約の別紙に定めるものとします。 

(９)「乙提供サービス」とは、乙が乙提供サービス利用者に提供する、本ＡＰＩを利用し

たアプリケーション、サービス、またはシステムの運営をいいます。 

(10)「乙提供サービス利用者」とは、乙提供サービスを利用することに同意した個人又は

法人をいいます。 

(11)「本件情報」とは、本サービスに保管され、乙提供サービスとの間で本ＡＰＩを用い

て受け渡し、並びに追加、変更、削除される情報をいいます。本件情報には、ユーザ

ーデータ、操作ログ情報、セキュリティ関連データ等が含まれますが、これらに限ら

ないものとします。 

(12)「利用目的」とは、本件情報を乙提供サービスにてどのように利用するかを明確にし

たものであり、乙が申込書に記載し、甲が承諾した内容を指します。 

(13)「利用範囲」とは、本ＡＰＩ及び本件情報について、乙が利用目的を達成するために

必要かつ合理的な範囲を指し、乙が申込書に記載し、甲が承諾した内容に基づくもの

とします。 

(14)「アクセストークン等」とは、甲が発行した本ＡＰＩを利用するためのアクセス 

トークン、アクセストークンを発行するためのＩＤ、暗証番号、ライセンスキーまた

はこれらを含む認証情報全般をいい、本ＡＰＩを利用するうえで乙を識別するために

必要な情報をいいます。 

(15)「本サービス利用者」とは、甲が提供する本サービスを利用する個人または法人をい

います。これには、甲と直接契約を締結して本サービスを利用する者、及び乙が提供

する乙提供サービスを通じて本サービスを利用する者を含みます。 

 

第４条（利用許諾） 

１．乙は、本規約の条項に従い、乙提供サービスにて本ＡＰＩを譲渡不能かつ非独占的に利用

することができます。 

２．乙は、甲の事前の書面による承諾なしに、本規約上の地位及び本規約に基づく権利・義務

の全部又は一部を第三者に譲渡、承継、貸与又は第三者のための担保に供することができ

ません。 

３．甲と乙提供サービス利用者とが、本ＡＰＩを利用し本件情報を利用することに同意した場

合、乙は、当該乙提供サービス利用者に係る本件情報を取得するものとします。 

４．乙は、利用目的及び利用範囲の範囲内で、本ＡＰＩ及び本件情報を利用することができる

ものとし、第三者に開示、漏洩してはならないものとします。ただし、甲の事前の書面に

よる承諾がある場合、又は法令（例: 裁判所の命令や政府機関の要求）に基づく場合、こ

の限りではありません。 

５．乙が利用目的または利用範囲を変更する場合（例:本ＡＰＩの利用対象を新たなサービスに
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拡大する場合や、データ処理の範囲を変更する場合）は、事前に甲の書面、電子メールそ

の他甲が適当と認める方法による承諾を得る必要があります。 

６．乙が本ＡＰＩの開発、運用、保守等を委託する目的で委託先に業務を委託する場合、当該

委託先は本ＡＰＩ及び本件情報を利用することができるものとします。この場合、乙は当

該委託先に対し本条に定める義務を遵守させるものとし、委託先による本ＡＰＩ及び本件

情報の管理及び保管について一切の責任を負うものとします。 

 

第５条（利用許諾の申込手続き） 

１．通常版ＡＰＩ及び拡張版ＡＰＩの申込手続きは以下の通りです。 

通常版ＡＰＩ：乙が甲所定の「ＳＰＬＡＴＳ ＡＰＩ利用申込書」を提出し、甲がその内容

を承諾することで、通常版ＡＰＩの利用が許諾されます。 

拡張版ＡＰＩ: 乙が甲所定の「拡張版ＳＰＬＡＴＳ ＡＰＩ利用申込書」を提出し、甲がそ

の内容を承諾することで、拡張版ＡＰＩの利用が許諾されます。 

２．乙は、申込内容の変更を希望する場合、甲所定の方法により変更申込みを行うものとし、

甲がこれを承諾したときに、当該変更が成立します。 

３．甲は、甲の基準に従って、乙による本ＡＰＩの利用の可否を判断し、その結果を乙に通知

します。この通知は、甲が当該結果を通知した時点で効力を生じるものとします。なお、

電子メールにより通知を行う場合には、甲が送信エラーのない状態で送信した記録を保持

していることをもって通知が完了したものとみなします。 

 

第６条（アクセストークン等の管理） 

１．乙は、自己の責任において、アクセストークン等を適切に管理及び保管するものとし、 

これらを第三者に利用させ、又は貸与、譲渡、名義変更、売買等をしてはならないものと

します。ただし、乙が本ＡＰＩの開発、運用、保守等を委託する目的で、委託先にアクセ

ストークン等を提供する場合はこの限りではありません。この場合、乙は当該委託先に対

し、本条に定める義務を遵守させるものとし、委託先によるアクセストークン等の管理及

び保管について乙が一切の責任を負うものとします。 

２．乙は、アクセストークン等の第三者への流出又は流出のおそれがあることが判明した場合

には、直ちに甲にその旨を連絡するものとします。その場合、甲からの指示がある場合、

乙はその指示に従うものとします。 

３．甲は、乙のアクセストークン等の第三者への流出又は流出のおそれがあることが判明し、

緊急を要すると判断した場合には、乙に通知することなく、本サービスと乙提供サービス

との連携を停止できるものとします。 

４．前各項に規定する他、アクセストークン等の管理不十分、使用上の過誤、第三者の使用等

によって生じた損害に関する責任は乙が負うものとします。 

 

第７条（変更、中断等） 

１．甲は、本ＡＰＩのうち、乙提供サービスにて利用する本件情報に関する仕様の全部又は一

部を乙に対して事前に（緊急やむを得ない場合は遅滞なく）通知することで変更すること

ができるものとします。この場合において、乙は、当該変更に関し、甲に対して補償又は

賠償を求めないものとします。 
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２．甲は、本ＡＰＩのうち、本件情報に関しない仕様の全部又は一部を乙に対する通知なくい

つでも変更することができるものとします。 

３．甲は、事前に通知することなく、システムメンテナンス、通信回線の不具合等やむを得な

い事情により本ＡＰＩの提供を中断又は停止することができます。この場合、甲は中断又

は停止後、可能な限り速やかに乙に通知し、かつ当該中断又は停止の影響を最小限に抑え

るために、可能な代替手段の提供など合理的な努力を行うものとします。ただし、乙は、

当該中断又は停止に関し、甲に対して補償又は賠償を求めないものとします。 

 

第８条（料金及び支払い条件） 

１．乙は、拡張版ＡＰＩの利用に対して、甲が別途定めた上で、乙に提示あるいは通知する料

金を支払うものとします。 

２．乙は、甲が指定する方法（例：銀行振込、クレジットカード決済など）で、甲が指定する

支払期日までに料金を支払うものとします。 

３．乙が支払期日を過ぎても料金を支払わない場合、甲は未払い料金に対し、支払期日の翌日

から完済に至るまで、年１４．６％の遅延損害金を請求できるものとします。 

なお、乙が支払いを遅延した場合、甲は拡張版ＡＰＩの利用を一時的に停止することがで

きるものとします。この場合、甲は事前に乙に対し通知を行うものとします。なお、乙が

未払い料金を完済した場合、甲は速やかに拡張版ＡＰＩの利用を再開するものとします。 

４．甲が料金を改定する場合、甲は乙に改定内容を、効力発生日の 60 日前までに書面、電子メ

ール、又は本規約の別紙により通知し、通知後に乙が拡張版ＡＰＩを利用した場合、改定

後の料金に同意したものとみなされます。 

５．開発ライセンス及び本番ライセンスについては、乙の都合による途中解約の場合、既に支

払われた料金の返金は一切行わないものとします。 

 

第９条（禁止事項） 

１．乙は、本ＡＰＩの利用にあたり、以下の各号に該当する行為又は該当するおそれのある行

為を行ってはなりません。 

(１)法令に違反する行為 

(２)公序良俗に反する行為 

(３)甲又は第三者の知的財産権等の一切の権利を侵害する行為 

(４)本サービスの運営を妨害する行為 

(５)本サービスのシステム、ネットワーク等に過度な負荷をかける行為 

(６)本サービスのシステム、ネットワーク等への不正アクセス行為又は不正アクセス 

を試みる行為 

(７)本サービスにより利用しうる情報を改ざんする行為（データを意図的に不正変更する

行為など） 

(８)本ＡＰＩ、本サービスのシステム、ネットワーク等のリバースエンジニアリング、 

分析、分解、通信傍受等、本サービスに係る技術の解析行為 

(９)本サービスに係る技術の改造行為 

(１０)利用目的または利用範囲を逸脱して本ＡＰＩ及び本件情報を利用する行為    

(１１)乙が利用する権利を保有する本ＡＰＩを第三者が利用する行為 
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(１２)甲又は第三者に不利益や損害を与える行為 

(１３) その他、甲が合理的な理由に基づき、本サービスの運営や利用者の安全性、セキュ

リティ、信用性を損なうおそれがあると判断する行為 

２．甲は、乙の行為が前項各号に該当すると合理的に認めた場合、乙に対し、直ちに本ＡＰＩ

の利用停止を求めること、又は、乙が利用中の本ＡＰＩの利用を停止することにより、本

サービスと乙提供サービスとの連携を停止できるものとします。 

 

第１０条（秘密保持） 

１．甲及び乙は、相手方から本規約に関し開示される、図面、資料その他の技術情報、ノウハ

ウ、営業情報、その他一切の情報（以下「秘密情報」といいます。）を、秘密である旨の表

示の有無にかかわらず、相手方の事前の書面による承諾なしに、第三者に対して開示又は

漏洩してはならないものとします。 

２．甲及び乙は、第三者に秘密情報が漏洩しないよう、善良なる管理者による注意義務をもっ

て秘密情報を管理するものとします。 

３．甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なしに、相手方から開示された秘密情報の複

写、複製、本目的以外の使用を行ってはならないものとします。 

４．甲及び乙は、相手方の書面による要求があった場合、相手方から開示された秘密情報及び

その複写物、複製物の全てを、相手方の選択により遅滞なく返却又は廃棄するものとしま

す。 

５．本規約における秘密情報に関する規定は、次に掲げるものについては適用されないものと

します。 

(１)開示を受けた際、既に自己が所有していたことを立証し得るもの。 

(２)開示を受けた際、既に公知又は公用であったもの。 

(３)開示を受けた後、自己の責によらないで公知又は公用となったもの。 

(４)正当な権限を有する第三者から適法に入手したもの。 

(５)開示された秘密情報に基づくことなく、自己が独自に開発したもので、かかる事実が

立証できるもの。 

６．甲及び乙が別途秘密保持契約書を締結した場合には、当該秘密保持契約の定めが本条に優

先して適用されるものとします。 

 

第１１条（個人情報の取扱い） 

１．甲及び乙は、個人情報保護法その他の法令を遵守しなければなりません。 

２．甲及び乙は、個人情報の管理について責任を有するものを定めものとします。 

３．乙は、本ＡＰＩを用いて受け渡された本件情報に本サービス利用者の個人情報が含まれる

場合、自己の責任及び費用を持って適切に管理するものとします（暗号化、アクセス制限、

定期的な監査など）。なお、乙は、当該本サービス利用者から、当該個人情報の利用目的に

ついて事前の同意を得るものとし、利用目的以外の目的で当該個人情報を利用してならな

いものとします。 

４．乙は、本サービス利用者から直接又は甲を経由して当該本サービス利用者の個人情報の削

除要請があった場合、当該本サービス利用者に関して甲から受け取った全ての個人情報を

削除するものとします。 
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第１２条（安全管理措置） 

１．甲は、本規約の遂行に関する安全管理措置を確認するうえで必要な限度において、乙に対

して安全管理措置の実施状況の報告を要求でき、乙は、書面にて報告するものとします（セ

キュリティ事故発生時の対処状況、本ＡＰＩの利用実績の報告など）。 

２．甲は、本規約の遂行に関する安全管理措置を確認するうえで必要な限度において、乙に対

して監査を要求でき、乙は、正当な理由がない限り監査を受け入れるものとします。 

   

第１３条（知的財産権） 

１．本ＡＰＩについての知的財産権（著作権、特許権、商標権その他の知的財産権を含むもの

とし、以下同じ。）は、甲に属し、乙は、本規約に定める場合を除き、いかなる権利も取得

しないものとします。 

２．乙は、本ＡＰＩに関連する知的財産権その他の権利を第三者に譲渡することはできないも

のとします。 

３．乙は、乙提供サービス又は乙提供サービスの宣伝広告等に甲の商標を使用する場合、甲の

指示に従うものとします。 

４．乙は、甲が求める場合、乙提供サービスにおいて、本ＡＰＩにより提供されたものである

ことを表示するものとします（甲のロゴマークを表示する、利用に関する文言を記載する

など）。 

 

第１４条（不可抗力による免責の一般条項） 

本規約に基づく義務の履行遅滞又は履行不能が、天災、労働紛争、停電、通信インフラの

故障、公共サービスの停止、地震、嵐その他の重大な自然現象、暴動、政府の行為若しく

は命令、テロ行為、感染症の流行及び戦争等の不可抗力により生じた場合には、当該履行

遅滞又は履行不能につき、甲又は乙は相手方に対し責任を負わないものとします。 

 

第１５条（非保証） 

本規約に別途定めのある場合を除き、甲を通じて乙が利用できるすべての情報、サービス

は、提供可能な限度で提供され、甲は、明示的であるか黙示的であるかにかかわらず、い

かなる種類の保証も行わないものとします。 

 

第１６条(反社会的勢力の排除) 

１．乙は、自身及び関係者が以下に該当しないことを表明・保証します。 

(１)暴力団やその関係者、その他反社会的勢力に属さないこと。 

(２)反社会的勢力に資金や便宜を提供し、関与していないこと。 

２．乙は、反社会的勢力を利用して次の行為を行わないものとします。 

(１)詐欺や脅迫、暴力的行為。 

(２)相手方の名誉や信用を毀損する行為。 

(３)相手方の業務を妨害する行為。 

(４)上記に準ずる行為。 

３．乙が本条に違反した場合、甲は通知なしにサービス連携を停止し、損害賠償を請求できる

ものとします。連携停止により乙が被る損害について、甲は責任を負いません。 
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第１７条（損害賠償） 

１．乙は、本規約のいずれかの事項に違反して甲に損害を与えた場合、その損害を賠償するも

とします。 

２．本ＡＰＩを利用することにより乙に損害が発生したとしても甲は何らの責任を負いません。 

 

第１８条（有効期間） 

１．本規約は、甲が乙の申込書を承諾した日から効力を生じます。 

２．本規約の有効期間は、乙が利用する通常版ＡＰＩもしくは拡張版ＡＰＩの有効期間に連動

するものとし、乙が契約しているＡＰＩの有効期間が満了し、かつ更新されなかった時点

で、本規約も自動的に終了するものとします。 

３．各ＡＰＩの有効期間及び更新については、次の通りとします。  

  (１)通常版ＡＰＩ 

申込を甲が承諾した日からその月の末日までの期間及びその翌月１日から起算して１

年間とし、期間満了の 30 日前までに乙が甲に対し契約終了の旨を書面または電子メー

ルで通知しない限り、同一条件でさらに１年間延長し、以後も同様とします。 

  (２)拡張版ＡＰＩ 

  ①開発ライセンス 

    申込を甲が承諾した日からその月の末日までの期間及びその翌月１日から起算して１

年間とし、契約の延長はありません。期間満了により自動的に終了します。 

   ②本番ライセンス 

    申込を甲が承諾した日からその月の末日までの期間及びその翌月１日から起算して１

年間とし、期間満了の 30 日前までに乙が甲に対し契約終了の旨を書面または電子メー

ルで通知しない限り、同一条件でさらに１年間延長し、以後も同様とします。 

４．前各項の規定にかかわらず、本規約が期間満了もしくは解約等により終了した後において

も、第１０条、第１１条、第１３条、第１７条及び第２５条の規定は有効に存続するもの

とします。 

 

第１９条（規約の解約） 

甲は、乙が以下のいずれかの事由に該当した場合、本規約を即時解約し、本ＡＰＩの利用を 

停止することができます。 

(１)本規約について重大な違反があった場合 

(２)支払い停止や不渡り、倒産処理手続の申立など、経済的信用が著しく損なわれた場合 

(３)営業許可の取消や停止など、監督官庁から処分を受けた場合 

(４)差押えや強制執行などの法的措置を受けた場合 

(５)合併以外の理由で解散した場合 

(６)第９条の禁止事項に違反した場合 

(７)公的機関の命令や重大な法令違反など、規約の継続が困難な事由が生じた場合 

 

第２０条（規約終了の措置） 

１．本規約が期間満了、解約又は解除により終了した場合、次の各号の定めに従うものとしま

す。 
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(１)乙は、自己の占有又は管理下にある本ＡＰＩ及びその派生物並びにこれらに関連する

資料として甲乙間で合意した資料（これらの複製物を含む。）の全てを消去及び破棄す

るものとします。ただし、乙が開発したアプリケーション等並びに本件情報は、本項

の対象とはなりません。 

(２)本規約の終了時において、甲及び乙は、アクセストークン等を失効させ、又は接続を

遮断する等、アクセストークン等を利用できないようにするための措置を講ずるべく、

互いに必要な協力をするものとします。 

２．乙が前項の定めに従わなかったために乙に生じた損害又は損失等に関し、甲は何らの 

責任を負いません。 

 

第２１条（規約等の変更） 

１．甲は、必要と認めた場合、本規約及び技術仕様の内容を変更することができるものとし 

ます。 

２．甲は、本規約又は技術仕様を変更する場合、当該変更が乙に影響を及ぼすと認められると

きは、変更内容及びその効力発生日を、乙に対して書面、電子メールその他甲が適当と認

める方法により事前に通知します。 

３．乙が変更後に本ＡＰＩを利用した場合、当該変更に同意したものとみなします。 

 

第２２条（分離可能性） 

本規約のいずれかの規定又はその一部が無効又は執行不能と判断された場合であっても、

無効又は執行不能と判断された規約の残りの部分は、継続して完全に効力を有するものと

します。 

 

第２３条（協議） 

  本規約に定めのない事項及び本規約の条項に疑義を生じた場合は、甲乙互いに誠意をもっ

て協議の上、解決するものとします。 

 

第２４条（準拠法） 

本規約の準拠法は日本法とします。 

 

第２５条（管轄裁判所） 

本規約に起因し、又は関連する一切の紛争（裁判所の調停手続きを含む）については、広

島簡易裁判所又は広島地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 


